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めて営業戦略を見直すとともに、より市場規模の大

きい都市圏での営業活動を強化するなど、有効な諸

施策をスピーディーに実行することで、期初に掲げ

ました売上、利益目標の必達を目指してまいります。

新・中期経営スローガンの4つの基本戦略

　さて、今期「新・中期経営スローガン」の達成に向

けた4つの基本戦略を推進しておりますが、その具

体的なアクションとして4月に静岡営業所、5月には

新宿支店を新たに開設いたしました。静岡営業所は、

これまでの営業基盤が全くない新規エリアの開拓と

なります。現在、官公庁を中心に営業活動を展開して

おりますが、大きな成果を上げるにはもう少し時間

を要すると考えております。また東京エリアはこれま

で江東区の東京支店を拠点に営業活動を展開して

まいりましたが、今回の新宿支店開設により都心部

における効果的な営業活動を展開できるようになり

ました。営業スタッフの移動時間の削減効果もさる

ことながら、お客さまとのコミュニケーションの機会

創出や迅速な対応による満足度の向上など、目に見

えない付加価値を生み出していると感じています。

成長戦略4事業と商業印刷の
新規需要獲得にむけて

　当社ではこれまでIPS※1、パッケージ、コーポレート

コミュニケーション（以下、CC）、ICT※2の4つを成長

戦略事業と位置づけ、新たな収益の柱とするべく事

業の拡大を進めてまいりました。IPS事業とパッケー

ジ事業においては、今年2月に本社第5工場を増設し、

それぞれ最新鋭の設備を導入いたしました。まずIPS 

事業においては、官公庁の大型案件を中心に受注件

数、売上とも着実に成果が出てきております。一方

のパッケージ事業においては、直近の売上はやや減

少傾向にありましたが、新たに導入した設備機器の

稼働率も徐々に高まってきており、今後の売上拡大

に十分期待が持てるものと考えております。

　CC事業においては、業界トップクラスの著名優良

企業のコンサルティングやレポート制作を中心とし

た新規取引をいくつも受注するなど、急速な成長を

遂げています。これまでは東京エリアが中心でした

が、東海エリア、関西エリアでの実績も増えてきてお

ります。CC事業は既に専門チームを組織化して活動

していますが、来期はIPS事業、パッケージ事業にお

いても専門チームを立ち上げるなど、さらなる事業

拡大にむけての基盤整備を進めてまいります。

　核となる商業印刷においても、営業エリアの拡大

による新規顧客開拓やWebや動画などのクロスメ

ディア化による付加価値の提供を通じて、より多くの

需要の獲得に邁進してまいります。

人財の活用

　今後、事業をより拡大していくためには、

これまで以上に従業員一人ひとりの活躍が

不可欠であると考えています。人財育成は

もちろんですが、より能力を発揮しやすい

職場環境や人材登用の仕組みに取り組ん

でまいります。また、AI やロボティクス等の

新技術の活用による定形業務の効率化な

ど、今までの仕事の流れ・内容を再検証し、

より最適なワークフローを構築することが

大切だと考えております。

　そして、品質や生産性を高める製造関連設備への

投資だけでなく、従業員にとって働きやすい労働環

境の整備に対しても積極的に投資していきたいと考

えており、特に女性従業員には、結婚、出産後もやり

がいを持って活躍できるような、環境づくりに注力し

たいと考えております。

新・中期経営計画の策定

　本来であれば、今期は新たな中期経営計画を開示

すべき年でしたが、社内での議論が不十分であると

の判断にて、新・中期経営計画のイメージ構想として

「新・中期経営スローガン」と、その達成に向けた「基

本戦略」のみを開示させていただきました。現在、来

期の開示に向けて、目指すべき姿や具体的な戦略、

その基盤となる組織等について、さまざまな議論を

進めております。印刷業界を取り巻く厳しい事業環

境の中で、持続的な成長を実現するためにも、これ

までの固定概念にとらわれることなく、あらゆる可能

性に果敢に挑戦していきたいと思っています。

サンメッセの存在意義

　社長に就任し、当社がいかに地域から必要とされる

存在かということを改めて強く感じております。今年、

本社のある岐阜県大垣市は市制100周年という節目

の年を迎え、年間を通じて様々な記念事業が行われ

ておりますが、この市制100 周年記念事業の実行委

員長という栄誉ある役目を、当社の代表取締役会長

である田中良幸が務めさせていただいております。こ

れも、地域の皆さまからの当社へのご期待やご評価の

表れであると認識しており、引き続き、地域の発展にも

寄与してまいりたいと思います。

何事もスピーディーに

　私は長らく営業本部に在籍しておりますが、社長就

任後は頻繁に工場にも足を運び、製造現場の従業員

と直接コミュニケーションを図っております。そこで

多くの従業員から、仕事に対する前向きな意見を聞

くたびに、当社はまだまだ成長できると感じています。

そして、私自身が描く夢や従業員の思いを実現でき

る、より魅力的な会社にしていかなければならないと

考えております。

　何事にもスピード感を意識して取り組み、株主の

皆さまのご期待に応えられるよう、鋭意努めていく所

存です。当社へのより一層のご支援を賜りますようお

願い申し上げます。

上半期を振り返って

　株主の皆さまには、平素よりご高配を賜り厚く御

礼申し上げます。第74期上半期の業績につきまして

は、 売上高72億33百万円（前年同期比1.8％増）。営

業損失1億11百万円（前年同期は営業損失1億30百

万円）、経常損失45百万円（前年同期は経常損失60

百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失61百

万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損

失75百万円）となりました。連結ベースの売上につ

いては増収ではありますが、利益においては損失額

が減少したものの営業損失という大変残念な結果と

なりました。ペーパーレス化に伴う市場全体の需要

減少の中、特にチラシをはじめとする商業印刷物の

売上が長く低迷をしていることが要因となります。改

※1 IPS（Information Processing Service）…企業の重要情報や個人情報
など、一点一点内容を変えて印刷するサービス。セキュリティを万全にし
た専用エリアを設置し、ダイレクトメールから契約書類、金融書類、請求
書類、給与明細など、高度で多彩な情報加工を実現しています

※2 ICT（Information and Communication Technology）…Webを効
果的・効率的に利用したマーケティング分析から、Webサイトや動画を
中心とした幅広いデジタルコンテンツ制作まで、ICTビジネスをトータ
ルに推進しています
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のパッケージ事業においては、直近の売上はやや減

少傾向にありましたが、新たに導入した設備機器の

稼働率も徐々に高まってきており、今後の売上拡大

に十分期待が持てるものと考えております。

　CC事業においては、業界トップクラスの著名優良

企業のコンサルティングやレポート制作を中心とし

た新規取引をいくつも受注するなど、急速な成長を

遂げています。これまでは東京エリアが中心でした

が、東海エリア、関西エリアでの実績も増えてきてお

ります。CC事業は既に専門チームを組織化して活動

していますが、来期はIPS事業、パッケージ事業にお

いても専門チームを立ち上げるなど、さらなる事業

拡大にむけての基盤整備を進めてまいります。

　核となる商業印刷においても、営業エリアの拡大

による新規顧客開拓やWebや動画などのクロスメ

ディア化による付加価値の提供を通じて、より多くの

需要の獲得に邁進してまいります。

人財の活用

　今後、事業をより拡大していくためには、

これまで以上に従業員一人ひとりの活躍が

不可欠であると考えています。人財育成は

もちろんですが、より能力を発揮しやすい

職場環境や人材登用の仕組みに取り組ん

でまいります。また、AI やロボティクス等の

新技術の活用による定形業務の効率化な

ど、今までの仕事の流れ・内容を再検証し、

より最適なワークフローを構築することが

大切だと考えております。

　そして、品質や生産性を高める製造関連設備への

投資だけでなく、従業員にとって働きやすい労働環

境の整備に対しても積極的に投資していきたいと考

えており、特に女性従業員には、結婚、出産後もやり

がいを持って活躍できるような、環境づくりに注力し

たいと考えております。

新・中期経営計画の策定

　本来であれば、今期は新たな中期経営計画を開示

すべき年でしたが、社内での議論が不十分であると

の判断にて、新・中期経営計画のイメージ構想として

「新・中期経営スローガン」と、その達成に向けた「基

本戦略」のみを開示させていただきました。現在、来

期の開示に向けて、目指すべき姿や具体的な戦略、

その基盤となる組織等について、さまざまな議論を

進めております。印刷業界を取り巻く厳しい事業環

境の中で、持続的な成長を実現するためにも、これ

までの固定概念にとらわれることなく、あらゆる可能

性に果敢に挑戦していきたいと思っています。

サンメッセの存在意義

　社長に就任し、当社がいかに地域から必要とされる

存在かということを改めて強く感じております。今年、

本社のある岐阜県大垣市は市制100周年という節目

の年を迎え、年間を通じて様々な記念事業が行われ

ておりますが、この市制100 周年記念事業の実行委

員長という栄誉ある役目を、当社の代表取締役会長

である田中良幸が務めさせていただいております。こ

れも、地域の皆さまからの当社へのご期待やご評価の

表れであると認識しており、引き続き、地域の発展にも

寄与してまいりたいと思います。

何事もスピーディーに

　私は長らく営業本部に在籍しておりますが、社長就

任後は頻繁に工場にも足を運び、製造現場の従業員

と直接コミュニケーションを図っております。そこで

多くの従業員から、仕事に対する前向きな意見を聞

くたびに、当社はまだまだ成長できると感じています。

そして、私自身が描く夢や従業員の思いを実現でき

る、より魅力的な会社にしていかなければならないと

考えております。

　何事にもスピード感を意識して取り組み、株主の

皆さまのご期待に応えられるよう、鋭意努めていく所

存です。当社へのより一層のご支援を賜りますようお

願い申し上げます。

上半期を振り返って

　株主の皆さまには、平素よりご高配を賜り厚く御

礼申し上げます。第74期上半期の業績につきまして

は、 売上高72億33百万円（前年同期比1.8％増）。営

業損失1億11百万円（前年同期は営業損失1億30百

万円）、経常損失45百万円（前年同期は経常損失60

百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失61百

万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損

失75百万円）となりました。連結ベースの売上につ

いては増収ではありますが、利益においては損失額

が減少したものの営業損失という大変残念な結果と

なりました。ペーパーレス化に伴う市場全体の需要

減少の中、特にチラシをはじめとする商業印刷物の

売上が長く低迷をしていることが要因となります。改

新・中期経営計画イメージ図

営業エリアの
拡大

事業領域の
拡大

商業印刷事業の
価値創造

人財を大切に
する経営

新・中期経営スローガン

100年企業を目指して、成長分野にシフトし、
収益構造を変える

新たなる成長事業からの
収益創出コア事業の基盤強化

新たな価値創造に
挑戦するための つのアクション4
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　平成30年9月13日・14日の2日間にわたり、当社の最新技術
をお客さまにご紹介する特別展を開催いたしました。
　今回のテーマは「PRINT IS ALIVE.（印刷は生きている）」。
ペーパーレス化が進む中、今一度、印刷物の価値を再認識していた
だくための様々なソリューションをご紹介いたしました。高付加価値
化した多種多様な印刷物や成長戦略事業のご紹介に加え、女性ク
リエイターチーム「LinK」の活動紹介など、当社の幅広い企画力・
技術力をアピールいたしました。

　コーポレートコミュニケーション事業の拡販を目的に、企業のIR、CSR、
経営企画、広報、総務等のご担当者を対象としたセミナー「E! Talk's LIVE!! 
2018」を、業務提携先である株式会社ファイブ・シーズとの共催にて、
平成30年10月25日（木）、ウインクあいち（名古屋市）で開催いたしました。
　今回は「ESG時代における情報開示ベストプラクティス」をテーマに2部
構成で開催。サステナビリティに関する最新動向や企業の情報開示に
おける重要な視点についてご紹介いたしました。
　今後も、お客さまの事業活動に役立つイベントを企画、実施していくと
ともに、コーポレートコミュニケーション事業の拡販に努めてまいります。

「E! Talk's LIVE!! 2018」を開催

　国内外におけるサステナビリティ分野の第一人者である
ロイドレジスタージャパン（株）取締役の冨田秀実氏に基調
講演いただきました。グローバルな潮流の中で持続的な
企業価値向上にむけて日本企業が今取り組むべきこと、
情報開示における課題点などについて提言していただき
ました。

　成長戦略として掲げる4事業のブースでは、お客さまの販売促進や広報活動、業務改善な
どに役立つ様々なソリューションをご紹介。ご来場のお客さまから大きな関心を集めました。

プリントオンデマンドや個人情報加工など顧客
情報を有効活用したプロモーションを紹介

パッケージに関するワンストップサービスや
売れるパッケージング、魅せる売場づくりを紹介

企業広報や社内報、統合報告書など様々な
コミュニケーションツールの企画・制作を紹介

ARや動画制作、3ＤＣＧなどデジタルコンテン
ツの最新活用方法を紹介

第 1部

　中部電力（株）、リンナイ（株）の2社より情報開示のご担当
者をお招きし、（株）ファイブ・シーズ代表取締役の越智社長
を交えたパネルディスカッションを行いました。当社執行
役員の田中信康がファシリテーターを務め、企業の情報
開示のあり方や社内外における企画立案、発信のポイント
などについて討論いたしました。

第 2部

ESG時代における
情報開示ベストプラクティス

サステナビリティ情報を統合報告でどのように
活用するか エンゲージメントを高める情報開示とは

スペシャリストによる
プレゼンテーション

Close Up

「印刷」からはじまる4つのコミュニケーション

コーポレートコミュニケーションIPS

ＩＣＴパッケージ

「サンメッセ情報技術展2018」を開催

成長戦略事業に携わる
スペシャリストがプレ
ゼンテーションを実
施。各分野の最新技術
や制作事例を紹介し、
お客さまの今後の業
務に役立つ情報を発
信いたしました。
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Close Up
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ＩＣＴパッケージ

「サンメッセ情報技術展2018」を開催
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お客さまの今後の業
務に役立つ情報を発
信いたしました。
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　平成30年9月13日、当社の中長期的ビジョンをはじめ財務
情報、ESG※1情報などを統合的に開示する「サンメッセ統合
レポート2018」を発行いたしました。統合報告書として6度目
となる今回のテーマは「不易流行」。当社の「変わらぬ価値（不
易）」と「変化に対して積極的に挑む姿勢（流行）」に視点を置
き、当社の現状や今後重点的に取り組むべき課題についてご
紹介いたしました。
　本レポートによって、当社が今後どのように持続可能な成長
を実現していくのかをステークホルダーの皆さまにお伝
えすべく、編集・発行いたしました。

　激変する印刷業界において、当社のコア事業である
印刷の基盤強化と成長戦略事業を軸とする新たな価値
創造への挑戦について、それぞれの担当者が現在の
状況や今後の展望についてご紹介いたしました。

「サンメッセ統合レポート2018」を発行
　平成30年4月から9月にかけて行われたスポーツ競技会において、当社社員が優秀な
成績を収めました。
　アーチェリー部は「第66回全日本実業団アーチェリー大会」において団体戦3位、
個人では佐々木和真が8位入賞いたしました。また杉林りなが「第73回国民体育大会」に
岐阜県代表として出場し、団体準優勝に貢献いたしました。
　軟式野球部は「第63回中部日本都市対抗軟式野球大会 岐阜県大会」において優勝。
本大会では2回戦へと駒を進め、強豪相手に互角の戦いを見せました。
　また兼益明日香と猿渡南月が所属する大垣ミナモソフトボールチームは今季「日本
女子ソフトボールリーグ1部」において、全国トップレベルのチームを相手に熱戦を繰り
広げました。
　当社はスポーツの活動支援を積極的に行っており、今後も様々な取り組みを通じて
地域スポーツ振興と社内の活性化に努めてまいります。

当社のアスリート社員に関する最新情報を、PRサイトにて
随時お知らせいたします。当社Webサイト内にて近日中に
公開予定です。

当社アスリートが各大会で活躍

新社長に就任した代表取締役社長 田中尚一郎の「TOP  MESSAGE」では、
不易流行の経営思想を掲載

軟式野球部

アーチェリー部

大垣ミナモソフトボールチーム

　当社は、大規模災害等の緊急事態に直面した場合に、その
損害を最小限にとどめ事業の継続あるいは早期復旧を図る
ため、平常時に行うべき活動や緊急時における事業継続の
ための手段などを取り決めた「事業継続計画」（BCPマニュ
アル）を策定いたしました。
　今後も定期的なマニュアルの見直しや社員への教育、訓練等
を実施し、緊急時における対応力の向上を図ってまいります。

事業継続計画
（BCPマニュアル）を策定

　東洋経済新報社が発行する「CSR企業総覧（ESG編）」の
社会貢献活動ランキングにおいて、支出比率（対経常利益）
の項目で当社が全国１位となりました。地元に生息する絶滅
危惧IA類「ハリヨ」（淡水魚）の飼育や本社野球場の貸し出し
など、幅広い分野での社会貢献に努めています。
　今後も地域社会の一員として、地域活性化に貢献できる
企業を目指してまいります。

社会貢献支出比率が
全国１位に

不易流行のビジネスモデル特 集 ESGトピックス

　当社は、持続的な企業価値向上を目指すためのESG課題へ
の対応や、SDGsの貢献に対する取り組みを推進しております。
進捗情報の公開を通じて、取り組みのさらなる改善につなげて
まいります。

2015年9月の国連決議で採択された、社会の持続可能性を高めるための17個の
目標。2030年までに解決すべき地球規模の課題を明らかにしており目標達成に
向けて企業の参画が期待されている

ESGの重視とSDGs※2への貢献

※2 SDGs企業の長期的な成長のために必要な要素である環境（Environment）、
社会（Social）、ガバナンス（Governance）の略称

※1 ESG

【予告】 当社アスリートのPRサイト公開予定
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●売上高

印刷事業においては、包装印刷物のパッケージ
などが減少しましたが、一般商業印刷物のカタ
ログ・パンフレットや出版印刷物などの増加により
増収となりました。また、イベント事業においては、
官公庁などからのイベントの増加により増収と
なりました。

●営業利益（損失）

販管費及び一般管理費が増加しましたが、売上高
の増加により売上総利益が増加したため損失額
は少し減少しました。

●経常利益（損失）

営業外収益が若干減少しましたが、損失額は少し
減少しました。

●親会社株主に帰属する当期純利益（損失）

法人税等が若干増加しましたが、特別利益が若干
増加したため損失額は少し減少しました。

2017年度 2018年度

2017年度 2018年度

2017年度 2018年度

2017年度

△75△75

2018年度

通期上半期

△130△130 △111△111 △61△61
2016年度

4646 3939

222222

2016年度

9898

325325

159159

142142

7,1057,105 7,2337,233

15,49315,493

2016年度

7,3597,359

2016年度

219219

4646

△60△60

財務ハイライト財務ハイライト

△45△45

業績のご報告［連結］
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1,000
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売上原価売上原価
5,804

17,89917,899

自己株式の購入などにより現金及び
預金が減少したことや、受取手形及び
売掛金が減少したことなどにより減少
しました。

流動資産

●資産の部

●負債・純資産の部

102102

7,279

流動資産

17,89917,899

投資その他の資産

支払手形及び買掛金が減少したこと
などにより減少しました。

流動負債

流動負債
社債や長期借入金がなくなったこと
などにより減少しました。

固定負債

平成30年11月1日開催の取締役会
において、平成30年9月30日の最終
の株主名簿に記録された株主又は
登録株式質権者に対して行う中間
配当金の支払いにつき、次のとおり
決議いたしました。
 
中間配当金  1株につき3円
 

効力発生日並びに支払開始日
　　 平成30年12月10日

固定負債

株主資本

その他の
包括利益累計額

非支配株主持分

営業外
収益

営業外
収益

営業外
費用

営業外
費用

経常利益経常利益

特別利益特別利益

特別損失特別損失

四半期純利益四半期純利益

税金等調整前
四半期純利益
税金等調整前
四半期純利益

8282

営業利益営業利益
△111△111

1616

△45△45

66

00

△39△39

法人税等法人税等
1010

△50△50

親会社株主に
帰属する

四半期純利益

親会社株主に
帰属する

四半期純利益

非支配株主に
帰属する

四半期純利益

非支配株主に
帰属する

四半期純利益
1010

△61△61

売上高売上高
7,233

1,4281,428

現金及び
現金同等物に係る

換算差額

現金及び
現金同等物に係る

換算差額

投資活動による
キャッシュ・フロー
投資活動による
キャッシュ・フロー

△2

●株主資本、その他の包括利益累計額、非支配株主
　持分を合わせて純資産となります。

※「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等を当期首から適用しており、繰延税金資産は投資
　その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

1

投資有価証券が増加したことなどに
より増加しました。

投資その他の資産2

1

2

3

4

利益剰余金が減少したことや、自己
株式が増加（株主資本は減少）したこ
とにより減少しました。

株主資本5

3

5

4

2017年度 通期 2018年度 中間期

6,2776,277

2017年度 通期 2018年度 中間期

4,2404,240

7,3057,305

7,293

4,0594,059

9797

4040
1,0151,015

18,75618,756

9,414

3,404

4,8814,881

8,544

3,357

4,7304,730

1,2171,217
4949

売上
総利益
売上

総利益

営業活動による
キャッシュ・フロー
営業活動による
キャッシュ・フロー

連結貸借対照表 2017年度：3月31日現在，2018年度：9月30日現在 四半期連結損益計算書 2018年4月1日～2018年9月30日

四半期連結キャッシュ・フロー計算書 中間配当について2018年4月1日～2018年9月30日

18,75618,756

有形固定資産

無形固定資産

△250

△920

547

現金及び
現金同等物の

期首残高
2,868

現金及び
現金同等物の

期首残高
2,868

販売費及び
一般管理費
販売費及び
一般管理費
1,5391,539

現金及び
現金同等物の

期末残高
2,243

現金及び
現金同等物の

期末残高
2,243

財務活動による
キャッシュ・フロー
財務活動による
キャッシュ・フロー

連結財務諸表
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などにより減少しました。

流動負債

流動負債
社債や長期借入金がなくなったこと
などにより減少しました。

固定負債

平成30年11月1日開催の取締役会
において、平成30年9月30日の最終
の株主名簿に記録された株主又は
登録株式質権者に対して行う中間
配当金の支払いにつき、次のとおり
決議いたしました。
 
中間配当金  1株につき3円
 

効力発生日並びに支払開始日
　　 平成30年12月10日

固定負債

株主資本

その他の
包括利益累計額

非支配株主持分

営業外
収益

営業外
収益

営業外
費用

営業外
費用

経常利益経常利益

特別利益特別利益

特別損失特別損失

四半期純利益四半期純利益

税金等調整前
四半期純利益
税金等調整前
四半期純利益

8282

営業利益営業利益
△111△111

1616

△45△45

66

00

△39△39

法人税等法人税等
1010

△50△50

親会社株主に
帰属する

四半期純利益

親会社株主に
帰属する

四半期純利益

非支配株主に
帰属する

四半期純利益

非支配株主に
帰属する

四半期純利益
1010

△61△61

売上高売上高
7,233

1,4281,428

現金及び
現金同等物に係る

換算差額

現金及び
現金同等物に係る

換算差額

投資活動による
キャッシュ・フロー
投資活動による
キャッシュ・フロー

△2

●株主資本、その他の包括利益累計額、非支配株主
　持分を合わせて純資産となります。

※「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等を当期首から適用しており、繰延税金資産は投資
　その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

1

投資有価証券が増加したことなどに
より増加しました。

投資その他の資産2

1

2

3

4

利益剰余金が減少したことや、自己
株式が増加（株主資本は減少）したこ
とにより減少しました。

株主資本5

3

5

4

2017年度 通期 2018年度 中間期

6,2776,277

2017年度 通期 2018年度 中間期

4,2404,240

7,3057,305

7,293

4,0594,059

9797

4040
1,0151,015

18,75618,756

9,414

3,404

4,8814,881

8,544

3,357

4,7304,730

1,2171,217
4949

売上
総利益
売上

総利益

営業活動による
キャッシュ・フロー
営業活動による
キャッシュ・フロー

連結貸借対照表 2017年度：3月31日現在，2018年度：9月30日現在 四半期連結損益計算書 2018年4月1日～2018年9月30日

四半期連結キャッシュ・フロー計算書 中間配当について2018年4月1日～2018年9月30日

18,75618,756

有形固定資産

無形固定資産

△250

△920

547

現金及び
現金同等物の

期首残高
2,868

現金及び
現金同等物の

期首残高
2,868

販売費及び
一般管理費
販売費及び
一般管理費
1,5391,539

現金及び
現金同等物の

期末残高
2,243

現金及び
現金同等物の

期末残高
2,243

財務活動による
キャッシュ・フロー
財務活動による
キャッシュ・フロー

連結財務諸表

11 12



商 　 　 　 号
設 　 　 　 立
資 　 本 　 金
従  業  員  数

一般商業印刷を中心に出版印刷、包装印刷を営む総合印刷会社。
企画、デザイン、製版、印刷、製本、製袋等に至る設備を有し一貫生産。チラシ制作支援等の
システム開発、セキュリティ、衛生管理を徹底したサービスを実施。印字、封入、封函を行う
DPS（デジタルプリントサービス）やPOD（プリントオンデマンド）を強化。WebサイトやDVD
などのコンテンツ制作等の企画開発。

事 業 年 度
定 時 株 主 総 会
定時株主総会基準日
期 末 配 当 基 準 日
中 間 配 当 基 準 日
公 告 方 法

株 主 名 簿 管 理 人

同 事 務 取 扱 場 所

郵 便 物 送 付 先
（ 電 話 照 会 先 ）

4月1日から翌年3月31日まで
毎年6月下旬
毎年3月31日（議決権行使株主確定日）
毎年3月31日
毎年9月30日
電子公告により行います。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載します。
＊公告掲載のホームページアドレス https://www.sunmesse.co.jp/

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社
〒460-8685 名古屋市中区栄三丁目15番33号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
電話 0120-782-031（フリーダイヤル）
取次事務は三井住友信託銀行株式会社の全国本支店で
行っております。

株主メモ

（注）
※は、代表取締役であります。
松井巌氏は、常勤の監査等委員であります。
長屋英機および石岡秀夫の両氏は、社外取締役であります。

取 締 役 会 長
取 締 役 副 会 長
取 締 役 社 長
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取締役（監査等委員）
取締役（監査等委員）
取締役（監査等委員）

（平成30年9月30日現在）

田 中 良 幸
田 中 勝 英
田 中 尚 一 郎
水 谷 和 則
今 井 　 稔
伊 東 　 覚
長 井 芳 郎
竹 林 啓 路
橋 本 勝 之
千 代 耕 司
衣 斐 輝 臣
由 良 直 之
田 中 義 一
松 井 　 巌
長 屋 英 機
石 岡 秀 夫

※

※

※

●主要な事業内容

サンメッセ株式会社
昭和21年9月20日
1,236,114千円
721名（連結738名）

●役　員

（平成30年9月30日現在）●本社および事業所

■株式に関する住所変更等のご照会及びお届出について
　株式に関するお手続（住所、姓名などの変更、配当金
の振込方法・振込先の変更、単元未満株式の買取請求
など）のご照会及びお届出につきましては、取引証券会
社にお問い合わせ下さい。
　なお、証券会社で口座を開設されていない株主様は、
左記の三井住友信託銀行にお問い合わせ下さい。

■配当金のお受け取り方法について
　配当金領収証による受領方式及び配当金振込口座
指定方式に加えて、あらかじめ登録した一つの預金口
座で保有しているすべての銘柄の配当金のお受け取り
や証券会社の口座でもお受け取りができます。お手続き
につきましては、取引証券会社にお問い合わせ下さい。
　なお、証券会社で口座を開設されていない株主様は、
左記の三井住友信託銀行にお問い合わせ下さい。

■未払配当金のお支払いについて
　株主名簿管理人である左記の三井住友信託銀行に
お問い合わせ下さい。

［お知らせ］

60,000,000株

17,825,050株

9,850名

発 行 可 能 株 式 総 数

発 行 済 株 式 の 総 数

株 　 　  主 　 　  数

●所有者別株式分布状況（株式数比率） ●地域別株主数分布状況
     （株主数 比率）

●所有数別株式分布状況（株式数比率）

金融機関 11.04％
（15名）

その他国内法人
15.30％

（159名）

個人・その他
60.06％

（9,637名）

外国人 
0.05％

（24名）

10単元以上 3.01％（233名）

 50単元以上 2.55％
（69名）

100単元以上11.10％
（105名）

 500単元以上10.35％
（27名）

 1,000単元以上34.46％
（33名）

5,000単元以上
32.50％（7名）

1単元以上 5.69％
（9,176名）

1単元未満
0.00％（100名）

5単元以上 0.34％（100名）

証券会社 
0.49％

（14名）

自己株式 13.06％
（1名）

株式分布状況 （注）比率は小数点以下第三位を四捨五入しております

（注）その他、国外0.07%（7名）、自己株式0.01％（1名）

会社概要 （平成30年9月30日現在）株式の状況（平成30年9月30日現在） 株 価 推 移

※嘱託、パートは含まれておりません。

本 　  社 岐阜県大垣市久瀬川町7丁目5-1
支 店 東 京 支 店（東京都江東区）

大 阪 支 店（大阪市中央区）
岐 阜 支 店（岐阜県岐阜市）

新 宿 支 店（東京都新宿区）
名古屋支店（名古屋市中区）

営 業 所 三重営業所（三重県四日市市）
静岡営業所（静岡市葵区）
愛岐営業所（愛知県一宮市）

滋賀営業所（滋賀県彦根市）
京都営業所（京都市下京区）
岡崎営業所（愛知県岡崎市）

工 　  場 本社工場（大垣市）・中工場（大垣市）・西工場（大垣市）

関 係 会 社 日本イベント企画株式会社（岐阜県大垣市）
サンメッセタイランド株式会社（タイ王国バンコク市）

北海道
2.11％
（208名）

東 北
3.41％
（336名）

四 国
2.25％
（222名）

九州・沖縄
4.52％
（445名）

中 国
5.11％
（503名）

近 畿
19.79％

（1,949名）

関 東
37.09％

（3,653名）

中 部
25.64％

（2,526名）
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株式の情報 会社の概況
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商 　 　 　 号
設 　 　 　 立
資 　 本 　 金
従  業  員  数

一般商業印刷を中心に出版印刷、包装印刷を営む総合印刷会社。
企画、デザイン、製版、印刷、製本、製袋等に至る設備を有し一貫生産。チラシ制作支援等の
システム開発、セキュリティ、衛生管理を徹底したサービスを実施。印字、封入、封函を行う
DPS（デジタルプリントサービス）やPOD（プリントオンデマンド）を強化。WebサイトやDVD
などのコンテンツ制作等の企画開発。

事 業 年 度
定 時 株 主 総 会
定時株主総会基準日
期 末 配 当 基 準 日
中 間 配 当 基 準 日
公 告 方 法

株 主 名 簿 管 理 人

同 事 務 取 扱 場 所

郵 便 物 送 付 先
（ 電 話 照 会 先 ）

4月1日から翌年3月31日まで
毎年6月下旬
毎年3月31日（議決権行使株主確定日）
毎年3月31日
毎年9月30日
電子公告により行います。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載します。
＊公告掲載のホームページアドレス https://www.sunmesse.co.jp/

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社
〒460-8685 名古屋市中区栄三丁目15番33号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
電話 0120-782-031（フリーダイヤル）
取次事務は三井住友信託銀行株式会社の全国本支店で
行っております。

株主メモ

（注）
※は、代表取締役であります。
松井巌氏は、常勤の監査等委員であります。
長屋英機および石岡秀夫の両氏は、社外取締役であります。

取 締 役 会 長
取 締 役 副 会 長
取 締 役 社 長
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取締役（監査等委員）
取締役（監査等委員）
取締役（監査等委員）

（平成30年9月30日現在）

田 中 良 幸
田 中 勝 英
田 中 尚 一 郎
水 谷 和 則
今 井 　 稔
伊 東 　 覚
長 井 芳 郎
竹 林 啓 路
橋 本 勝 之
千 代 耕 司
衣 斐 輝 臣
由 良 直 之
田 中 義 一
松 井 　 巌
長 屋 英 機
石 岡 秀 夫

※

※

※

●主要な事業内容

サンメッセ株式会社
昭和21年9月20日
1,236,114千円
721名（連結738名）

●役　員

（平成30年9月30日現在）●本社および事業所

■株式に関する住所変更等のご照会及びお届出について
　株式に関するお手続（住所、姓名などの変更、配当金
の振込方法・振込先の変更、単元未満株式の買取請求
など）のご照会及びお届出につきましては、取引証券会
社にお問い合わせ下さい。
　なお、証券会社で口座を開設されていない株主様は、
左記の三井住友信託銀行にお問い合わせ下さい。

■配当金のお受け取り方法について
　配当金領収証による受領方式及び配当金振込口座
指定方式に加えて、あらかじめ登録した一つの預金口
座で保有しているすべての銘柄の配当金のお受け取り
や証券会社の口座でもお受け取りができます。お手続き
につきましては、取引証券会社にお問い合わせ下さい。
　なお、証券会社で口座を開設されていない株主様は、
左記の三井住友信託銀行にお問い合わせ下さい。

■未払配当金のお支払いについて
　株主名簿管理人である左記の三井住友信託銀行に
お問い合わせ下さい。

［お知らせ］

60,000,000株

17,825,050株

9,850名

発 行 可 能 株 式 総 数

発 行 済 株 式 の 総 数

株 　 　  主 　 　  数

●所有者別株式分布状況（株式数比率） ●地域別株主数分布状況
     （株主数 比率）

●所有数別株式分布状況（株式数比率）

金融機関 11.04％
（15名）

その他国内法人
15.30％

（159名）

個人・その他
60.06％

（9,637名）

外国人 
0.05％

（24名）

10単元以上 3.01％（233名）

 50単元以上 2.55％
（69名）

100単元以上11.10％
（105名）

 500単元以上10.35％
（27名）

 1,000単元以上34.46％
（33名）

5,000単元以上
32.50％（7名）

1単元以上 5.69％
（9,176名）

1単元未満
0.00％（100名）

5単元以上 0.34％（100名）

証券会社 
0.49％

（14名）

自己株式 13.06％
（1名）

株式分布状況 （注）比率は小数点以下第三位を四捨五入しております

（注）その他、国外0.07%（7名）、自己株式0.01％（1名）

会社概要 （平成30年9月30日現在）株式の状況（平成30年9月30日現在） 株 価 推 移

※嘱託、パートは含まれておりません。

本 　  社 岐阜県大垣市久瀬川町7丁目5-1
支 店 東 京 支 店（東京都江東区）

大 阪 支 店（大阪市中央区）
岐 阜 支 店（岐阜県岐阜市）

新 宿 支 店（東京都新宿区）
名古屋支店（名古屋市中区）

営 業 所 三重営業所（三重県四日市市）
静岡営業所（静岡市葵区）
愛岐営業所（愛知県一宮市）

滋賀営業所（滋賀県彦根市）
京都営業所（京都市下京区）
岡崎営業所（愛知県岡崎市）

工 　  場 本社工場（大垣市）・中工場（大垣市）・西工場（大垣市）

関 係 会 社 日本イベント企画株式会社（岐阜県大垣市）
サンメッセタイランド株式会社（タイ王国バンコク市）

北海道
2.11％
（208名）

東 北
3.41％
（336名）

四 国
2.25％
（222名）

九州・沖縄
4.52％
（445名）

中 国
5.11％
（503名）

近 畿
19.79％

（1,949名）

関 東
37.09％

（3,653名）

中 部
25.64％

（2,526名）
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IR情報サイト
https://www.sunmesse.co.jp/ir/

統合レポートサイト
https://www.sunmesse.co.jp/report/

ホームページのご案内

株主優待について

サンメッセのホームページでは、企業情報などに関する詳しい情報をご覧いただけます。
IR情報（投資家様向け情報）やCSR等の取り組みを詳細に紹介した統合レポート（Web版）にも、
ダイレクトにアクセスいただけますので、どうぞご利用下さい。

毎年3月末日現在の当社株主名簿に、記載または記録
された100株以上保有の株主様を対象に、年1回一律
1,000円分のクオカードを贈呈しています。

※写真はイメージです。

当社オリジナル
クオカード

人・物・情報を集積・発信　印刷を核に、情報社会に貢献します

環境にやさしい水なし平版
印刷を採用しています。

JQA-EM1779
本社・本社工場
中工場・西工場

環境に配慮した植物油
インキを使用しています。

この印刷物を作成する際に排出されたCO2 1,800kg（1部当たり
170ｇ）は、カーボンフリーコンサルティング株式会社を通じ、
環境省で認証されたオフセット・クレジット（J-VER）（宮城県産）
によりカーボンオフセットしています。この印刷物を通じ、地球
温暖化防止へ貢献するとともに、東日本大震災の被災地復興
ならびに森林保護にも協力しています。

証券コード 7883

第 期

株主通信
平成30年4月1日～平成30年9月30日

【中間期】

株主の皆様へ

JQA - I M1480
本 社 第 五 工 場


